














Social Background and Meaning of the Homeniin System 





























































また、1918（大正 7）年 6月に、東京府慈善協会が救済委員を設置し、旧東京市内 1 方面に
救済委員を置いた（1922［大正 11］年 6月廃止）。
　大阪府の方面委員制度創設の翌年（1919［大正 8］年）7月には、埼玉県共済会が福利委員
制度を設け（同年 10 月、26 町村に設置）、また、兵庫県が救済視察員を設けた。
　2年後の 1920（大正 9）年には、2月に長崎市が、月に横浜市が、8月に京都府が京都市に、
―  5  ―
9 月に広島市が、12 月に東京市が「方面委員」を設置した（東京市の方面委員規程は 11 月公布）。
また、青森県共済会が青森市に共済委員を設置した。当時の 6大都市を含む県では、愛知県（名














岡山市では家賃 1ケ月 1円 0 銭以下の借家居住者であった。その結果、極貧者と考えられる







　こうして、1917（大正 6）年 5月 12 日、「済世顧問設置規程」（岡山県訓令第 10 号）が公布































































































































































　1867（慶応 ）年当時、江戸の人口は、町人人口が約 5 万人、武士及びその従者人口が約




持つが東京に現住している人口）の増加が始まった。1878（明治 11）年から 1887（明治 20）


































　東京府衛生組合設置規程制定後 年で、1,070 町に 70 衛生組合が成立していた。当時、東













































　東京市の年平均流入人口は、「日露戦争前」は 5 万 5,000 人であったが、「日露戦争後から





おいて強く、新市域（192[ 昭和 7] 年の合併により新たに東京市に編入された旧 20 区）にお
いては弱かった。旧市域では、1908（明治 1）年から 1920（大正 9）年まで、来住者の比率
が目立って増加した（中川 1980 p.119）。
―  1  ―


























































































大戦期の東京の工業化の特徴をみると、工場数では、東京市全体では 1915（大正 ）年～ 1919（大
正 8）年にもっとも増加した。職工数では、1899（明治 2）年以前に設置された工場の職工数
がもっとも多い。これは、職工数 1,000 人以上の工場の多くが 1899（明治 2）年以前に立地
していたためである。一工場あたりの職工数は、1899（明治 2）年以前は約 96 人であったが、


































































































































































































いった。旧市域では、1918（大正 7）年から 1927（昭和 2）年の 9年間に約 57%の町内会が、







































































































た町が 95 あった。これは全体の 6% に
達している。95 の町内会のうち、創立年
次の分かっている町内会が 6 ヶ所あった







　1917（大正 6）年 5月に岡山県の「済世顧問制度」が創設された後、1918（大正 7）年 6月
1 日に、東京府慈善協会 *1（1917[ 大正 6] 年 2 月に慈善救済団体等を会員にして設立。後の
東京府社会事業協会）は、「細民地城」において貧民の調査や、相談、救護をする「救済委員
制度」を創設した（池田 p.76、全国民生児童委員協議会 p.7）。これは、大阪府方面委員規程












1887～92 年 12 2
189～97 年 19
1898～02 年 8 2
190～07 年 60 
1908～12 年 26 1
191～17 年 77 12
1918～22 年 212 29 10
192～27 年 51 1 1
1928～ 年 18 67 20






決定された。引き続き、5月 20 日に東京府庁で開催された第 10 理事会において、「救済委員
心得事項」が若干の修正を経て決定案となった。この理事会で、既に「方面主任」を修正して、
後に大阪府で使用する「方面委員」という名称がつけられたという（池田 pp.76-77）。






































　しかし、この制度は、1920（大正 9）年 11 月に東京市が方面委員制度を実施するに及んで、
活動地域を隣接町村に限り、協会の方針で隣保館を設け、その相談部に事業を継承したが、創




















護課を設けた（1921[ 大正 10] 年 5
月）。そして、方面委員事業の拡充などの社会的施策を進めようとした。1922（大正 11）年 1
月には、方面委員規程が改正されるともに、浅草・本所に方面が設置された。同年 6月に救済






表１－ 10  東京市方面委員（大正期）
事務開始  区名  方面数  委員数 
1920（大正 ９）12 月 下谷   5
1921（大正 10） １月 深川  6 9
1922（大正 11） １月 浅草 6 9
〃  本所  6 87
1922（大正 11） ６月 京橋  2 1
〃  芝  2 2
1922（大正 11） ７月 小石川  2 0
1922（大正 11）12 月 四谷 1 12







ると方面内には 15 人強の方面委員（方面委員長 1人、方面副委員長 1人、方面委員 10 人以上）
がおり、社会調査等を行っていた。これらの方面委員は、地域内に永住して土地の状況に精通
する篤志家が選ばれたほか、委員長と副委員長は方面委員間で互選された。
　委員の任期は 年であったが、再任が認められていた。1委員の分担地域内には 00 ～ 500














中心とした商業自営業主が 割前後で、製造業業主を中心とした工業主が 1/6-1/5 を占める。












































1920（大正 9）年～ 192（大正 1）年の 161‰から 195（昭和 10）年～ 199（昭和 1）年の
80‰へと、全国を上回って低下した（中川 1980 p.11）。






　旧市域の年齢別人口構成の推移をみると、1908（明治 1）年では、主に 10 代、20 代台の人
口が突出し、それ以外の若年層・高齢層が末狭まった型の日本の「都市型人口構成」をしてい
る（中川 1980 pp.102-10）。











　旧市域では、1920（大正 9）年以後も 190（昭和 10）年まで、人口数も、年齢別人口構成
にもほとんど変化がない。つまり、旧市域では、1920（大正 9）年以降の年齢別人口構成は、
その実数でも、構成比でもほとんど変化がなかった（中川 1980 p.106）。なお、人口の男女比（女
子 100 に対する男子の数値）は、旧市域では大体 120 弱で推移した（中川 1980 p.102）。
































活の本拠が確定的で、概ね家庭的生活を営むこと常態」と、集住し、一家の月収が 50 ～ 60 円
以下の者とされ、後者が主な調査対象となっていた。この調査による細民数は 7万人台で、明











　細民地区の年齢別人口構成は、0 歳から 9 歳の世帯主および配偶者と、これに対応する幼
少年の子供によって構成され、明治末から大正初頭と基本的には同じ構成をしていた。世帯主















































騒動前には、岡山県の済世顧問制度（1917[ 大正 6] 年 5 月）、東京府慈善協会の救済委員（1918[ 大
正 7] 年 6 月）があり、米騒動後には、横浜市（1920[ 大正 9] 年  月）、京都府（京都市）（同
年 8月）、東京市（同年 12 月）、愛知県（名古屋市）（192[ 大正 12] 年）、福岡県（福岡市）（1925[ 大
正 1] 年）、兵庫県（神戸市）（1926[ 大正 15] 年）などがあり、都市部に偏重している。
　市制（1888[ 明治 21] 年）で誕生した東京市は、当初 15 区（旧市域）であったが、192（昭和 7）





























































































7）年には士族出身が 81.％を占めていたとされ、1899（明治 2）年段階でも 57.9％と高い
占有率を示していた（水林ほか  p.20）。
*12　旧神田区における有志団体と町内社会との関係は、112 町内会のうち 61 組織については、
有志団体から町内会への組織替えが確認できる。しかも、その有志団体の成立年代が、1890
（明治 2）年から 191（大正 ）年にほぼ集中している。有志団体の結成の動機をみていくと、











られたという。しかし、井上は、知事在職中の 1919（大正 8）年 6月に急逝した。






















員 10 名であるが実際は 15 名程度配置されていた。またその区域は平均約 2500 戸程度で、1
方面の委員が 12 名とすれば、1人 200 戸程度を担当することになり、実際関係するのはそ
の内の 1割程度であった。
　　委員は知事の委嘱による名誉職で、関係市町村吏員、警察吏員、学校関係者、有志者及び
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